2007/06/21 東京集会
無 年 金 障 害 者 の 立 場 か ら

東京無年金障害者をなくす会
代表幹事  兼平勝子

・ 私は結婚後、昭和53年に難病にかかりました。退院後は日常生活に多くの困難を背負い、主婦業や子育てに苦労も多かったのですが、私なりに、これまでがんばってきました。しかし、健康な主婦と同じように、パートなどで働いて収入を得ることはできませんでしたので、障害年金を受けたかったのですが、当時、サラリーマンの妻には任意加入制度があるのを知らず、未加入でしたので、主婦無年金になりました。その後、2005年に特別障害給付金制度が新設され、任意加入制度の下で無年金になった学生やサラリーマンの配偶者に、給付金が支給されるようになり、私も対象になると、喜んで申請したのですが、手続きを進める中で、夫の会社が社会保険に加入していなかった事実が判明し、自分ではどうすることもできない理由で、給付金の対象でもない未加入・滞納による無年金障害者となりました。
・ 私が無年金障害者運動に参加して10年になります。活動する中で、様々な理由により、不本意な結果で無年金になってしまった障害者が、たくさん存在していることも知ることになりました。日本の障害者には、生活の土台である経済基盤が守られていないという実態に怒りを覚えます。
・無年金障害者は、障害年金がない分、経済的な制限が大きく、生活の様々な場面で可能性やチャンスが得られません。運動に参加して自分たちの主張や要求を訴えることもより困難です。障害年金がないと、私たち障害者にとって、自立実現が遠のいてしまうのです。
・10年の活動の中で、私たちの会でも参加してきた学生無年金裁判運動の成果である、特別障害給付金制度が創設され、救済が行われましたが、先ほど、私も対象にならないと述べましたが、その対象は限定されており、大多数の無年金障害者は、依然、救済されないままです。
・私たちの会の運動で得たデータから、障害年金を受給できているのは、障害者の3分の1

程度と推計しています。また、昨年私たちの会でおこなった無年金障害者実態調査では、無年金障害者の7割が月収は5万円以下で、8割は親や兄弟と同居し、援助を受けなくては生活できない状態にあるという結果でした。到底、プライドや意欲をもって生活できるとはいえない状況です。さらに、無年金障害者を同居で養う親の6割は、収入が親の老齢年金のみでした。無年障害者金であっても、国民年金の保険料は免除になりませんので（障害年金1･2級受給者は法定免除になりますが…）、親が払い、その上本人の介護保険料まで親の老齢年金から払っている事態もおきています。医療費負担や福祉や介護サービス料などの自己負担などなど、無年金障害者を養う高齢者世帯の多くは、実質的には、生活保護基準以下の生活実態であると推察できます。
・無年金障害者問題を解決せず、放置するのは、障害者や家族の人権侵害を放置したまま

にするということです。昨年から始まった障害者自立支援法により、さらに困難な状況に追い討ちをかけられています。いつまで放置するのでしょうか。無年金障害者で生活が困窮しているほど、声を上げること、運動に参加することが難しいのです。声なき人権侵害が一層進行しようとしている今、目をそむけず、皆で立ち上がり、解決への取り組みを推し進めていくことを、強く訴えたいと思います。
・最後に、昨今、騒がれている、年金加入記録漏れ問題ですが、この問題は、障害者にとっても重大な問題であることを訴えたいと思います。加入歴漏れが、未納に結びつき、無年金障害者とされてしまった障害者が、いったいどれくらい存在していることになるのでしょうか？また、将来、大量の無年金障害者を発生させる可能性もあるということになるのではないでしょうか。であれば、由々しき事態です。老齢年金のみの問題に終始している政治には怒りを覚えます。障害者問題として、マスコミや世論、そして国会にもしっかり訴え、問題解決のための対処を求めていく責務が、障害者運動にあることを強調したいと思います。

● 「最高裁」には、署名運動で訴えます！●


 学生無年金障害者裁判は、提訴から6年目を迎え、現在、原告27名中1７名が、最高裁へのステージに上がり、10名が高裁判決を待っています。地裁や高裁でもいくつかの勝訴判決を勝ち取ってきています。裁判の争点は、①学生無年金を生み出し、その解決を怠ってきた国は、憲法違反を犯しているのか、②医師の事後的診断で、20歳前の発病が認められれば、初診日と解釈し、障害基礎年金を支給できるように、国は運用を改善すべきか、です（②については、精神障害、難病、内部疾患などにおいて重大な問題です）。


最高裁に「口頭弁論の開催」と「公正な判決」を求める署名運動への皆様のご協力をお願いします！�


《問い合わせ・連絡先》


 □ 学生無年金障害者訴訟全国連絡会


   〒169-0072 東京都新宿区大久保1-1-2 富士一ビル４Ｆ 日本障害者センター内


                      ＴＥＬ03-3207-5937  ＦＡＸ03-3207-3628


 □ 東京無年金障害者をなくす会


    住所は、上記全国連絡会と同じ


           ＴＥＬ03-3207-5636  ＦＡＸ03-3207-3628
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